
（資料２４－１）

調剤報酬明細書（レセプト）関連
【根拠法令等】

生活保護法（抄）

（医療扶助）
第１５条　医療扶助は、困窮のため最低限度の生活を維持することのできない者に対して、左に掲げる事項の範
囲内において行われる。
１ 　診察
２ 　薬剤又は治療材料
３ 　医学的処置、手術及びその他の治療並びに施術
４ 　居宅における療養上の管理及びその療養に伴う世話その他の看護
５ 　病院又は診療所への入院及びその療養に伴う世話その他の看護
６ 　移送

（診療方針及び診療報酬）
第５２条　指定医療機関の診療方針及び診療報酬は、国民健康保険の診療方針及び診療報酬の例による。
２　（省略）

（医療費の審査及び支払）
第５３条　都道府県知事は、指定医療機関の診療内容及び診療報酬の請求を随時審査し、且つ、指定医療機
関が前条の規定によつて請求することのできる診療報酬の額を決定することができる。
２　指定医療機関は、都道府県知事の行う前項の決定に従わなければならない。

３　都道府県知事は、第一項の規定により指定医療機関の請求することのできる診療報酬の額を決定するに当
つては、社会保険診療報酬支払基金法（昭和二十三年法律第百二十九号）に定める審査委員会又は医療に
関する審査機関で政令で定めるものの意見を聴かなければならない。
４　都道府県、市及び福祉事務所を設置する町村は、指定医療機関に対する診療報酬の支払に関する事務
を、社会保険診療報酬支払基金又は厚生労働省令で定める者に委託することができる。
５　第1項の規定による診療報酬の額の決定については、行政不服審査法 （昭和37年法律第160号）による不
服申立てをすることができない。

健康保険法（抄）

（療養の給付に関する費用）
第７６条 　保険者は、療養の給付に関する費用を保険医療機関又は保険薬局に支払うものとし、保険医療機
関又は保険薬局が療養の給付に関し保険者に請求することができる費用の額は、療養の給付に要する費用の
額から、当該療養の給付に関し被保険者が当該保険医療機関又は保険薬局に対して支払わなければならない
一部負担金に相当する額を控除した額とする。
２及び３　（省略）
４ 　保険者は、保険医療機関又は保険薬局から療養の給付に関する費用の請求があったときは、第７０条第１
項及び第７２条第１項の厚生労働省令並びに前二項の定めに照らして審査の上、支払うものとする。
５ 　保険者は、前項の規定による審査及び支払に関する事務を社会保険診療報酬支払基金法（昭和二十三
年法律第百二十九号）による社会保険診療報酬支払基金（第八十八条第十一項において単に「基金」という。）
又は国民健康保険法第四十五条第五項に規定する国民健康保険団体連合会（第八十八条第十一項におい
て「国保連合会」という。）に委託することができる。
６ 　（省略）

療養の給付及び公費負担医療に関する費用の請求に関する省令（抄）

（療養の給付及び公費負担医療に関する費用の請求）
第１条 　保険医療機関若しくは次に掲げる医療に関する給付（以下「公費負担医療」という。）を担当する病院
若しくは診療所（以下単に「保険医療機関」という。）又は保険薬局若しくは公費負担医療を担当する薬局（以下
単に「保険薬局」という。）は、療養の給付又は公費負担医療に関し費用を請求しようとするときは、電子情報処
理組織の使用による請求又は光ディスク等を用いた請求により行うものとする。
　一から三まで 　（省略）
　四　生活保護法 第十五条 （中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰国した中国残留邦人等及
び特定配偶者の自立の支援に関する法律第１４条第４項 においてその例による場合を含む。）の医療扶助又は
医療支援給付
　五から十まで 　（省略）
２及び３　（省略）

（書面による請求）
第７条 　保険医療機関又は保険薬局は、書面による請求を始めようとするときは、あらかじめ、その旨を当該請
求に係る審査支払機関に届け出なければならない。
２ 　（省略）
３ 　書面による請求を行う場合には、レセプトの提出は、厚生労働大臣が定める様式により行うものとする。
４ 　（省略）
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後発医薬品の使用促進関連
【根拠法令等】

生活保護法（抄）

（医療扶助の方法）
第３４条　医療扶助は、現物給付によつて行うものとする。但し、これによることができないとき、これによることが
適当でないとき、その他保護の目的を達するために必要があるときは、金銭給付によつて行うことができる。
２　前項に規定する現物給付のうち、医療の給付は、医療保護施設を利用させ、又は医療保護施設若しくは第
四十九条の規定により指定を受けた医療機関にこれを委託して行うものとする。
３　前項に規定する医療の給付のうち、医療を担当する医師又は歯科医師が医学的知見に基づき後発医薬品
（医薬品、医療機器等の品質、有効性及び安全性の確保等に関する法律（昭和三十五年法律第百四十五号）
第十四条又は第十九条の二の規定による製造販売の承認を受けた医薬品のうち、同法第十四条の四第一項
各号に掲げる医薬品と有効成分、分量、用法、用量、効能及び効果が同一性を有すると認められたものであつ
て厚生労働省令で定めるものをいう。以下この項において同じ。）を使用することができると認めたものについて
は、被保護者に対し、可能な限り後発医薬品の使用を促すことによりその給付を行うよう努めるものとする。
４から６まで　（省略）


